
































提案』である（Vorschla?ge des Deutschen Anwaltvereins zur Reform des
 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2666）。これが FDPの『法曹養成改革法案』（Entwurf eines Gesetzes zur
 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































? ドイツキリスト教民主同盟╱キリスト教社会同盟 N, Ro?ttgen
（CDU/CSU）
法曹養成の現在の観念は、200歳を迎えている。この200年来、改革論議
は続いているが、効果的な改革を実際に行うことができなかった。だから
といっても、改革の必要があることに変わりはない。これからも改革論議
はつづけられてゆくが、これまでの議論と区別して、効果的な成果を挙げ
ることができる議論のためには、次の三つの問題に明確に答えられること
が必要であると考える。
第一は改革を必要とする理由である。つまり、現在の法曹養成教育が当
面している苦境はどういうことなのか。第二は、改革目標であり、第三は
改革のために適切な方法はどのようにあるべきか、ということである。
１ 法曹養成ために改革が必要な理由
これには、四つの問題が、現在の法曹養成に重圧としてのしかかってい
るから、これを払いのけることである。
第一の問題点として挙げられるのは、教える側と教えられる側との間に
存在する大学教育のマスプロ現象である。このような関係は、到底、容認
できないが、これが、教育の質の低下の原因となっている。
第二の問題点は、教育と試験における教材過多の問題である。このよう
な過多な分量は、学生が実際には、ほとんどすべてを消化できるほどの量
ではない。技術化、デジタル化、国際化は「現実」を錯綜化させるばかり
でなく、法律の教材の過多を法外な範囲までに広げるているし、また計り
知れないほどに複雑化させている。それを教育内容と試験内容との関連で
いうと、この教材の過多が教育の学問的要求を空洞化させるような、試験
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だけに執着する現象を学生に引き起こしているのである。
第三の問題点は、現在の法曹養成教育が労働市場の需要を見過している
点にある。需要をはるかに超えて行われている法曹養成の受難者は、こと
に弁護士界である。終了者の四分の三が弁護士になる。他に選択肢がない
ところから、多すぎるほどに多く、彼らはこの職業に就くのである。
第四の重大な問題点は、現在の法曹養成の全体の長すぎる期間が、ドイ
ツの法律家の国際競争力を弱めてしまっていることである。その国際競争
力こそ、これからの法的取引の国際化のために、ますます重要になろうと
しているのにもかかわらず、である。
２ 法曹養成の改革目標
以上のような法曹養成の窮境に直面して、改革の目標はどのようである
か、また、その目標を実現するために必要な改革行動はどのようにあるべ
きか?
私の見解では、教育を改善し、それでも、なおかつ、教育を安直化させ
ないことが、最高の原理であると Ro?ttgenはいう。この目標にくみする
者は、司法大臣会議において多数意見で賛同された一段階モデルでは、従
来の費用水準では質の低下なしには実現できないことを知らなければなら
ない。同じように、この一段階モデルに同調し、かつ費用の節減をしたい
と考える者は、法曹養成の質を低下させることを覚悟するべきである。
積極的な改革目標は、大学における法学教育を大学に戻すことにある。
その際に、中心になるのは、大学の試験を法学部の終了試験として導入す
ることである。それによって、終局的に大学教育と試験との結合が造られ
ることになるだろう。大学の試験は、教える者が試験をし、教えられたこ
とが試験される。
法学教育は、そのことによって、適切な価値の引上げを行なうことがで
きる。さらに、大学教育を受けている最中に効果的な中間試験を行なうこ
とが大学教育のためには不可欠の要件となる。
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３ 法曹養成の改革方法
法学教育は、その教育の内容についても、革新が必要である。そのため
に要求されていることは、一方において、基本的中核的能力の新たな定義
の設定と他方においては特殊専門的な能力の新たな定義の設定である。ま
ず、基本的能力とは、すべての法曹にとって習得されていなければならな
い能力であり、また、それは法および法適用の基礎、構造、方法に関する
能力である。他方、特殊専門的能力とは、個々の法領域についての詳細な
知識を保持する能力である。
このような議論との関連で、まちがいなく教育内容の現代化についても
論じられなければならない。ということは、職業実践において法律家にと
っては、比較的にはあまり重要ではない役割しか果たしていない刑法が、
すべての生活領域および法領域にわたって浸透しているヨーロッパ法より
も、先験的に、より重要と見なされなければならないのかについて、われ
われは、議論する覚悟をしなければならないということである。
最後に、もう一つ、改革のために提案がある。それは、大学の試験は、
司法官職を除いて職業資格を与える終了試験として構想すべきではない
か、ということである。そうでなければ、国家が財政を負担する教育とし
ての修習制度には、正当性が欠けているばかりでなく、幅広い範囲で適格
性も欠けていることになる。
終了試験とすることで、司法のための修習制度は、現在の修習よりも短
縮することができるし、この方法によれば、法曹養成に必要とされている
短期化に貢献することができるのではないか。
全体として、私が CDU/CSUのために確定しておきたいことは、たと
え、法曹養成教育をめぐる議論が古びてしまっていても、また、おそら
く、決して終わることはないとしても、われわれは、新たに、大胆な改革
の試みを企図しなければならないのだ、ということである。
その最高の目標は法曹養成教育の質の改善とその競争力の改善にある。
このような改善の努力は、連邦議会の内部において、さらには連邦議会と
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連邦参議院との間の開かれている、実質的な対話の上においてのみ可能で
ある。CDU/CSUは、このために、建設的で創造性のある秀れた現実性
のある提案を出すことにする。
? 連合90╱緑の党 H,Stro?bele
 
Stro?beleは、FDP法案は、多くの理由から問題の解決にはなっていな
いと論じて、やはり、司法大臣会議の議論と決議をまって、SPDと共同
して、一段階養成モデルを独自の法案として提出したいというのである。
Stro?beleの自分の意見の結論として、現在の法曹養成は、社会と法曹
の職業像の変化に適応するものでなければならず、それは、法の『専門バ
カ』を育成するのではなく、学際的知識と社会的対応力をもつように養成
することが必要であるが、そのように養成された者は、また、法律学の
隅々まで目配りをきかすことができる上に、さらに、法的な社会相互関連
を理解し、その把握を自分の活動に取り入れることに習熟できるように育
成すべきである、と結論している。このように改革することができるため
に、Stro?beleは、まず、FDP法案には四つの疑問点があることを指摘す
る。
１ FDP法案に対する四つの疑問点
第一 FDP法案が提案している第一次国家試験の廃止は、国家試験なし
に大学教育を修了した法律家を認めることになるが、そのような者たち
は、結局、二級の法律家として格付けされるという現実を迎えることにな
るだろうと Stro?beleは論じて、これまでに、すくなくとも七つのラント
が、国家試験に代えられる大学の試験による終了には参加しないことを明
らかにしている点も指摘している。
『大学終了法曹』は、『国家試験合格法曹』と較べて、実務修習のための
修習場所を探し出すためにも、労働市場を求めるためにも、著しく劣悪な
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機会しか与えられないことになるだろう。つまり、この FDP法案のモデ
ルでは、統一性、比肩性、機会均等性が保障されていないことになる。従
って、現行のような義務的な第一次国家試験の維持・存続は、どうしても
必要である。
しかしながら、それはそれとしても、連邦の立法者はそれぞれ大学の試
験を行う者のために、試験に対しては、もう少し主導できるほどの大きな
影響を与えることができるようにすべきではないか。例えば、問題の選択
に当たって大学の教員に主導を任せるように、である。
第二 FDP法案が提案している実務修習開始のための試験は、なんとし
ても、反対したい。基本法12条に基づく憲法上の職業選択の自由の保障か
らの疑問はともかくとしても、大学終了試験は、実務修習のための資格で
あるのか、そうではないのか、という問題は、終了試験には、与えられて
いない統一性を事後的に大学卒業生の犠牲において作り出す無用な試みだ
からである。
この試験に合格しなかった者は、どのようなことになるのか?
不合格によって、およそムダになるかもしれない実務知識、しかも、こ
の試験の時点までには、およそ不十分にしか身に付けることしかできない
実務知識を無理やり詰め込んで、試験の準備をするようなことを誰がする
のか。また、弁護士修習のための開始試験は、弁護士需要の試験の危険に
さらすおそれがある。
第三 なるほど、FDP法案の提唱する実務修習を三分割することには、
歓迎したい。しかしながら、もっとも、やっかいな点は、①弁護士修習の
修習状況のあり様、②弁護士修習の財政問題、③それに弁護士試験機関の
構成の問題である。この試験機関の構成は連邦参議院の同意のもとに、連
邦弁護士会との協議により連邦司法大臣の法律命令によって規制されると
いうやっかいなことになっている。この点は、実際にはどうなるのか。
また、弁護士アカデミーとして、中央の教育箇所が提案されているが、
これについては、なお、そのための十分な理由付けが必要なはずである。
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弁護士のための連邦規模の継続的アカデミーが造られると、そのゼミナー
ルのために高額な報酬が支払われなければならないが、その点について
は、言及されていない。つまり、誰が、このような高額な費用を、弁護士
修習のために負担すべきかについては、なにも触れていない。
第四 費用の問題でよく引き合いに出されている、次のような評価、つま
り、『一方でラントの司法予算が縮減されると、他方では大学教育の改善
のための学術予算が増大されることになるが、それはあまり重大なことで
はない』という評価は、いろいろの点で現実を無視している。
a）ラントの司法予算における軽減は、おそらく、期待されているような
程度には、生じないだろう。というのは、司法修習のためにも、行政修習
のためにも、調整費用が必要となるからである。
また、これまでは、修習生のための義務的な検察の法廷実務修習は、ほ
とんどすべて簡易裁判所レベルで活用してきたが、FDP法案の提案によ
れば、これまでの義務的検察修習箇所を廃止せよということである。しか
し、そのようなことでは、検察修習は、連邦規模で崩壊することになる。
検察法廷実務修習は新たに任官される検察官のためには行われなければな
らない。
実務の局面のためには、修習は不可欠的に必要であるから、このため
に、財政的な手当てがなさていなければならない。この財政処理は、しか
しながら、これまでのように硬直した公務員関係の枠の中で行われること
をやめて、民間の雇用関係よりも、もっと柔軟に形作られなければならな
い。支給される金額の点でも、その金額だけで生活する修習生のために、
必ずしも無条件的ではないにしても、およそ税込みで2000マルクほどでな
ければならない。しかしながら、実務修習の社会契約上の形態からする
と、最小限、税込み1700マルクの手当ての支給が必要である。このように
見てくると、司法予算の縮減などは、まったく論外のこととなる。
b）さらに、大学教育のための資金の増大がほとんど重要ではないという
評価は、なんとしても否定されるべきである。
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上述の理由から、資金がラントの司法予算からは大学にはほとんど配分
されることはないということを度外視しても、学生向けの大学の教育のた
めには、構造的――とくに人的関係の――変革、つまり、大学における従
来からの教授団の変革が必要である。そのことは、教育を行う研究所のき
わめて首尾よく改善された財政の仕組みについても同様である。
２ 法曹養成改革のための教授陣容の改革の必要
いま、ここに、ある種の中堅クラスの若手教授がいるとする。彼らは、
研究による利益とか、研究上の義務とかに関係なく、学生たちに現代的な
教授法にのっとった方法をもって、細切れではなく、継続的・体系的に理
論と実務とをかみ合わせて教育しているが、このような中堅若手教授クラ
スを既成の教授陣と切り離して、彼らの独自の地位のために費用を十分に
かけても、それを充実したり、ないしは新規に採用したりするのでなけれ
ば、どのような法養成改革も挫折の憂き目に遭うのではないか。
現在とは異なり、これからは、講座を担当する講師は、大学における学
問的経歴は必要はない。学説の質のコントロールは、すでに私営の教育機
関において、これまで一般的に行われているのと同様の純正の査定によっ
てなされることになる。このような構造的な人的組織の革新には、法学部
をもつ38のドイツの大学所在地のためのラントの学術予算は何十億マルク
もの費用がかかることになる。
３ 法曹養成制度の開放の必要
この他の批判点は、時間の都合でもはや、残念ながら論ずることができ
ない。
しかし、いずれにせよ、FDP法案モデルには、われわれが同意するこ
とができないことは明らかである。我々、SPDと緑の党との連合として
は、司法大臣会議の議論の結論の出た後にも、われわれ自身の提案を行う
予定である。
しかし、法曹養成は、それを受けることを希望するすべての者に開かれ
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ていなければならない。自分自身の収入とか財産とか、両親の財政関係と
は、全く関係なしに、である。 このように意見を表明して、Stru?bele
は冒頭に紹介したように結論している。
? 民主社会党 E,Kenzler（PDS）
現在の法曹養成については、すべての者が改革の必要があるとの判断で
一致しているにもかかわらず、これまで繰り返し繰り返し試みられてきた
改革は挫折してきた。その原因は内容上の理由によるものでなく、ほとん
ど、立法準備の不十分に原因であったと、Kenzlerは断定する。だから、
これまでの経験から言えることは、立法手続が開始される以前に、まず
は、関係者の一同が現代的な法律職の理想像とプロフィルを練り上げるこ
とができるためのコンセンサスが見出だせるようなフォラムの場を政治に
よって用意されるべきであったのであり、それが、まさに提出された法案
の課題であったはずであるという。
この FDP法案は、たしかに、正しいことと重要なこととの両方を含ん
でいる。
だからといっても、FDP法案が、最少限、現代的な法曹養成に対して
しかけた改革の試みの方法は、結局、満足のできるものではない。この法
案は、現代的法曹養成の全体にとって内容上必要とされるものから始める
代わりに、残念ながら、基準としているのは、ラントの司法予算を軽減す
るという思想であり、それに支えられているのである。
実務修習のための費用が高額すぎると感じることは、専門家の育成に当
たっての考慮の中心にあるというのは好ましいことではない。私も、費用
の節減は、確かに、それだけの意味をもち、次世代の法律家にとって重す
ぎる負担とならない限りで、賛成したいと考えている。しかし、そのため
には、手順を誤ってはならない。第一に、養成される者の質の確保・向上
がはかられるべきであり、次に養成期間が問題とされ、そして最後に費用
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の問題が取り上げられるという順序であるべきである。
提出された法案の中心となっているのは、実務修習を司法、弁護士、行
政のそれぞれに専門分化して行うということである。これが、職業生活の
準備のために間違いなく改善に役に立つとして提案されているが、しか
し、それだけで法曹養成改革のためには十分に満足できるだろうか?
この法案による法曹養成改革は、結局のところ、実務修習を専門別に分
化することだけに終始し、そして、それに尽きているのである。はたし
て、それだけでは、多くの人々から法曹養成は「悲惨な状況にある」と指
摘されているところの改革としては、全体的に見れば十分ではない。理論
と実務とを、できる限り早い時期にかみ合わせた教育が必要であるから、
そのためには、実務実習をはじめから大学に統合した法曹養成が効率的で
ある。もっとも、だからと言って、そのことは、学問的な教育と訣別する
ことを意味しない。法哲学や社会学、歴史学などの教育の維持・続行をは
かるべきことは言わずもがなのことである。
大学教育のしくみも内容も変革がはかられなければならないが、その点
に言及する時間の余裕はない。そこで、これだけは言っておきたいことに
限ると、学生の大多数が、受験予備校――大学の外にあって高額の費用を
必要としている――に通うことが試験の合格にとって必要不可欠であると
いうのは、私から見れば、法学教育にとって正常であるとは思えない。そ
の意味で、大学終了の試験を大学の責任に帰せしめるという提案は、それ
だけでも歓迎すべきことである。結局のところ、FDP法案が法曹教育の
革新のために、大いなる意義をもつことであるように望んでやまない。
? 連邦司法省E,Pick
 
Pickの結論は、「この FDP法案には承服することができるものではな
い」ということである。この FDP法案は、法曹養成は将来に向かってど
のように形作られるべきかという、問題の緊急な解決を提供することに代
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えて、これまで、すでに克服され、解決されたものと見なされている課題
を、混乱させ、それを、なおも増幅して投げかけているものであると
Pickは述べて、次のように、その理由を論じている。
法曹養成には、改革の必要があると一般的に論じられているが、その改
革すべきであるとする第一の理由は、ほとんどの場合、「現在の法曹養成
の本質は、200年来の基本コンセプトのままになっているからである」と
指摘されることにある。FDP法案の理由付けが挙げている改革の根拠も
まさにそれである。しかしながら、もしも、われわれが、法曹養成改革を
論議しようとすれば、最も大事なことは、われわれの法曹養成の仕組みが
長い時間をかけて構築してきた確固たる構造を持っているだけでなく、そ
の基本構造の大部分が正当であったことが十分に確証されてきたて由来を
全く顧慮しないようなことは許されるべきではないということである。
だからと言って、改革の必要があることを無視するつもりはないが、た
だ、長く伝統が維持されてきたという、それだけでは変化しなければなら
ない理由にはならない。
もっとも、法曹養成が改革されるべき時期に到来していることは確かで
ある。それは、現代の法曹に対するもろもろの要望には適応するように、
しつらえられなければならないからである。だが、そのためには、十分に
熟慮されて仔細な点に至るまで検討された解決であることが必要であっ
て、私としては、そのような解決だけに賛成したい。そもそも、拙速の結
論では、だれのためにも役立つものではない。そのような結論は、とりわ
け、若い人たちに、つまり、労働市場に参加する正当な権利をもち、しか
も、徹底した教育を受けた若者たちにとって、なんら役に立つものではな
い。
このような理由から、冒頭に述べた結論、つまり、現在、提出されてい
る FDP法案には承服しがたいと Pickは言うのである。
１ FDP法案の内容は不明確すぎる
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Pickの批判は続く。FDP法案は、一方で法律家の専門分化をめざしな
がら、それがどのようなかたちとなるのかについては、完全に不明確のま
まに放置している。また、同じように、自ら提案した弁護士修習のより正
確な形態についても未決定のまま放り出している。しかし、本来、このよ
うな問題解決を提唱するからには、それがどのようであるかについては明
確にしなければならないはずである。また、各職業分野の間の相互流動性
は将来にわたって維持されるべきことは重要ではある。確かに、その点に
関しては、この法案に賛成である。しかしながら、一方で養成課程を分離
し、専門分化に導きながら、他方では、他の法律専門職への、事実上は無
条件移行を承認しているのである。このようでは、せっかく、三つそれぞ
れに異別に組織化して分離した実務修習を創設することの真意には理解し
かねるものがある。
さらに、それぞれの実務修習の開始の認可はどのように規制されるのか
という中心問題が、まったく解明されていない。これとただちに結び付く
のは、大学は終了はしたけれども、実務修習開始の認可が拒絶されること
はありうるのかという、志願者にとって深刻な問題であるが、これも不明
のままに放置されている。また、FDP法案によれば、一方で、財政問題
を重視しながら、他方ではその提案にかかる実務修習のために、ラントに
とって、どれほどの財政需要が実際には生じてくるのかが、やはり、解明
されないままになっている。
しかしながら、法曹養成改革問題が論じられるならば、国庫の財政的な
事情だけが、決定的な理由であるのは許されるべきことではない。ところ
が、この法案は、まさにそれである。これは、おそらく、財政上の資金の
問題を優先させて、それを理由に実務修習の終了者の数、さらには、間接
的には法律家の数を全体的に制限しようとするものではないか。
２ 司法大臣会議も行き詰まっている
法曹養成教育は、本来的にはラント固有の専管事項である。従って、各
ラントこそが、自らこの改革のために配慮工夫しなければならないところ
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である。そして、実際にも、たしかに、ラントは地道にこの課題に取り組
みながら努力を続けてきた。ところが、これまでには、見るべき成果は得
られていない、と Pickは見ている。
ことに、1996年には、すでに、司法大臣会議が様々な法曹養成の基本モ
デルについて議論をしているが、その進行にともなって、ある一つの具体
的な改革モデルに集中的にかかわり合うようになってからは、各ラントの
改革努力が行き詰まり、決着が付けられないままになってしまった。昨年
５月の司法大臣会議でも、長時間にわたる議論にもかかわらず、どのよう
にも完結することができなかったのである。そこでは、取り上げられたテ
ーマについて数々の分析に基づく徹底的な準備がなされていただけに、そ
れに決着が付けられなかったことはきわめて残念なことであった。しかし
ながら、このように長期間にわたり、内容について、部分的にせよ、論争
がいかようにも果てしないものであるということは、現在養成されつつあ
る若者に対して与える不安感と動揺は、なみなみならぬものがある。私
は、現在、このように動揺している受験生に対して幾十もの調査を定期的
に繰り返してきたことがあるので、この間の事情は心得ているつもりでい
るが、このような状況は速やかに終息させなければならない、というのが
Pickの意見である。
３ SPDへの期待
そこで、Pickは、2000年の秋にも、協議の焦点を絞り込むことを予定
している SPD・緑の党の連合の政治家たちの主導による改革を強く支持
したいと考えていると言う。その際に、最も切に願いたいことは、徹底的
に考え抜かれて、仔細な点まで熟慮された法曹養成の改革が作り上げられ
ることである。とりわけ、尊重されるべきは、現在、養成されつつある若
者たちの要望である。また、司法、行政、弁護士界、そして経済界の利益
も考慮しなければならないが、さらには、法による利益を期待している公
衆も忘れてはならないだろうという。Pickの注文である。
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三 取り上げられた問題点の整理
連邦議会第一読会における FDP法案に対する反応は、以上のように、
真っ向からこれを批判する反対意見ばかりである。このことは、この後に
続く各専門分野からの代表者の意見も同様である。そこで、この第一読会
で FDP法案に対して批判された問題点を取り上げてみると、
（１）司法大臣会議の一段階養成モデルの問題、（２）分離修習問題、（３）
養成費用負担の財政問題、（４）国際競争力増強、（５）大学教育改革問
題、（６）弁護士市場の認識、（７）大学終了試験と実務修習資格試験との
関係、そして、（８）FDP法案に代わる法案の提唱である。このうち、中
心となっているのは、第一の司法大臣会議の行方と第二の FDP法案の眼
目である分離修習問題である。そして、それと関連して、第三に、FDP
法案は財政負担の軽減を優先順位の最先端においているが、法曹養成問題
を考えるに当たって、それは間違っていると決め付けられている。ところ
が、FDP法案に対する意見も実は、それぞれの政党の立場を反映して、
かなりに、相違・対立がある。その点も含めて、この三つの問題点につい
ての意見を整理したい。
１ 司法大臣会議の決議について
（１）全面的にこれに賛同して、この司法大臣会議の結論を待つべきであ
るとする発言、（２）これとは異別に独自の法案を期待するという意見が
あり、また、（３）これを正面から批判する反対論もあった（そして、実際
にも、司法大臣会議の行方は180度の回転を見せるのである）。
（１）まず、司法大臣会議の結論をまつべきであるという意見が、政府与
党である SPDの Stu?nkerから強力に主張されている。
この時期の司法大臣会議は、Stu?nker自身が述べているように、1999年
11月10日の秋期会議でバ－デン・ヴュルテンブルクの作業部会に検討が委
嘱された頃であり、たしかに、実務実習を大学教育に統合する一段階養成
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モデルがかたくなに提唱されていた時期である。「もう少し待てば、司法
大臣会議の一段階モデルは完結されたかたちで具体的な姿で登場するが、
各ラントも、この養成モデルに賛同して司法大臣会議の枠の中で力を合わ
せて、なんとか、改革の実現を努力しようとしているのであるし、また、
内務大臣会議、学術省、財務省の所管も、その司法大臣会議に一致協力し
て、一段階モデル造成の方向に向かって努力している」との認識を重視し
ていたのである。
ただ、ここで、Stu?nkerの指摘を注目したいのは、法曹養成についての
連邦の権限とラントの役割との関係について、連邦法の改正こそ重要であ
るとの論述である。
本来、法曹養成は、その本質的部分はラントの専管であるが、連邦が統
一的法曹の理念から法曹養成の根幹部分である、大学教育、実務修習及び
その終了試験について、各ラントごとにブレが生じないように、その大枠
を定め、そして各ラントはその枠の中だけで、独自の法曹養成が可能とな
っているのである。しかし、その大枠を定めている連邦法こそが、現在の
法曹養成の惨状をもたらしている原因となっているとすれば、その大枠の
内容自体を改正しなければならないが、その改正に対しては、各ラントの
意見を反映することができる司法大臣会議だけが強力な影響力を持つので
あるから、その影響力の行使の結果である司法大臣会議の結論による基本
的な大枠の改革を期待するという Stu?nkerの姿勢も十分に理解できるこ
とであった。
しかしながら、司法大臣会議はこの後に、Stu?nkerの、一段階法曹養成
の仕組みの期待を大きく裏切り、二段階養成論に転換している。
ところが、なぜ、この時期に、Stu?nkerは一段階法曹養成論の完成を期
待していたのか。その第一は、当時、激増を続けていた修習生の費用負担
のために、破綻寸前にあったラントの財政に直面して、これを救済するこ
とにあった。現に、同じ苦境にあった16のラントのうち13のラントの司法
大臣が賛同して一段階養成を決定しようとしていたのも、現行の修習制度
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を廃止して、修習費用の負担の免脱をはかったためである。第二に、一段
階養成論に期待したのは、それによって、Stu?nker自身が挙げているドイ
ツの法曹養成の窮状を改革しようとしていたことによる。ただ、これらの
問題が、一段階法曹養成によって解決されることになるかどうかには、大
いに疑問があった。
（２）このような Stu?nkerとは反対に、司法大臣会議に対して懐疑的な意
見も述べられている。連邦司法省の次官の E,Pickである。司法大臣会議
が法曹養成制度の改革に、本格的に取り組み始めたのは、1996年である
が、それ以来、様々な改革基本モデルを議論しながらも、結局、改革努力
が行き詰まってしまっていると批判している。1999年５月の会議でも長い
時間をかけて論議したのにもかかわらず、決着が付けられていない。だか
ら、この会議の結論を諦めて、SPDと緑の党の連合によって改革案が提
示されることを期待するというのである。
確かに、1999年の６月７日から９日までバーデンバーデンにおいて開催
された第70回の司法大臣会議では、法曹養成にかんする限り、何も決める
ことができなかった。ただ、改革するつもりがあることを表明しているだ
けである。それも、大学における法学教育には、種々の欠陥があるから、
これを除去・是正していかなればならないし、法律専門職に対しては、社
会から様々の要請が増強しつつあるから、これを考慮するように法曹養成
改革を行なうのでなければならないが、そのためには、幅の広い専門的基
礎を身に付けることの上にのみ、築きあげられるという見解をとっている
ことを表明しているにすぎない。司法大臣会議としては、自分が委嘱した
法曹養成改革作業グループに、各担当の行政当局との対話を続行してくれ
るように要望し、特に、文部大臣会議には、法曹養成のための大学におけ
る理論教育における改革努力だけでなく、その理論教育に続く実務教育に
も理解を求め、さらには文部大臣会議には作業分担の可能性もありえない
かを打診することも要請している。
なるほど、このような状況を見る限りでは、法曹養成抜本的改革を司法
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大臣会議に期待することは、この時点では無理であったと思われる。つま
り、Pickが司法大臣会議の、なかなかに煮え切らない結末に学生たちが
動揺し不安を感じているところからも、これに見切りをつけようとしたの
は当然であった。しかし、司法大臣会議は、この年の11月のボン会議で
は、思い切った転換をはかることを作業グループに要請し、これを契機と
して二段階養成制度が復活・再生するのである。
（３）この第一読会で、司法大臣会議の一段階養成論に積極的に反対して
いるのは、キリスト教民主同盟╱キリスト教社会同盟の Ro?ttgenである。
この一段階養成モデルでは、費用が増加せざるをえないが、それを現行水
準のままに維持すれば、法曹養成の質は低下するから、この一段階モデル
に同調する者は、費用の増加を認めるべきであり、そうでない限りは、法
曹養成の質が損なわれることを承知すべきであるという。
一段階モデルが、なぜ、費用の増加を必要とすることになるのかについ
ては、理解できないが、1970年代に時限立法として暫定的に行なわれた一
段階モデルでも、多額の費用がかかり過ぎた割には、養成の効率があがら
なかったために、挫折せざるをえなかった苦い経験を、ドイツは持ってい
る。
司法大臣会議も、このような反対論に反応してか、一段階養成論を放棄
して、二段階養成論に完全に切り換えた。2001年７月のトリアの会議での
ことである。
２ FDP法案における分離修習について
（１）FDP法案では、実務修習を専門分化させているが、それに終始し、
それに尽きている。それだけで、現在、ドイツが当面している法曹養成の
『悲惨な状況』が改善されるとは思えないと指摘するのは、Kenzlerであ
る。
（２）Stu?nkerによると、分離修習は、結局、ドイツの伝統的な統一修習
の長所のすべてを破壊するものであり、ことに、統一修習によって習得で
きる法律家としての広範な視野と各種の職業分野の展望が可能になってい
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るところを廃棄してしまうと批判する。
（３）また、分離修習については、その内容が不明確であるという指摘で
は、各議員の意見として共通しているが、まず、Pickは、FDP法案が自
ら提案した弁護士修習の正確な形態が不明であるが、自ら提唱する以上
は、それを明確にすべき責任がある、と批判している。
（４）この点は、Stro?beleも、FDP法案が唱導した三職分離の修習は歓
迎するとしながらも、そのあり様、財政負担、試験機関などの決定は、厄
介なことになっているが、実際には、どうなるのか、不明のままであると
する。
（５）また、修習をこれから開始しようとする者にとっては法律専門三職
については、まだ、なにも分かっていないのだから、分からないうちに、
分離した三職の実務修習のいずれかの選択せよと強制するのは間違ってい
るというのは、再び、Stu?nkerである。
（６）しかし、なにより、重視されるのは、この法案が三職分離修習と三
職に就くことの流動性を保障しようとしたことである。
せっかく、三職分離修習を認め、それぞれ別々に独自に分離した終了国
家試験を実施すると提唱しながら、最終的には、この専門三職の融通無碍
の無条件移行を認めていることは、首尾一貫を欠いていることになる、と
批判されいるが、この点は、理念的には、批判が正当であると思われる。
というのも、この批判の重点は、分離修習自体の当否よりも、三職の流
動性を無条件に認めた点にある。つまり、この三職の融通無碍の流動性を
認めたいならば、なにも、はじめから、分離修習を提唱しないで、三職共
通の統一的修習を維持すべきだからである。そのような三職共通の実務修
習を経ていればこそ、三職のどれにでも、随時に転職できるのであって、
敢えて、分離修習を行なうべきではない。逆に、完全な分離修習を提唱す
るならば、別異の専門職に就くことを許すためには、はじめから、その専
門職の実務修習を要求すべきであって、無条件移行を認めるべきではな
い。
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確かに、理念的には、以上のようであれば、この無条件移行に対しての
批判が重ねられるのは当然すぎるほど、当然であった。
しかし、弁護士界から考えると、ドイツの法曹養成の実情からは、この
無条件移行を前提にしてこそ、FDP法案を通して、分離修習を提案せざ
るをえなかったということである。
しかしながら、この批判は、他の専門職への融通無碍の転職が、あたか
も、日常的に繰り返されているような事態を想定しているが、他の専門職
の移行は、のべつまくなしに行なわれるものではないどころか、滅多にし
か行なわれるものではないことが前提になっている。ことに、弁護士から
司法官職への転職は希有なことであり、精々、あり得るのは、定年で退官
した裁判官が弁護士に転職することである。しかし、これとても、日本ほ
どではない。しかも、この場合が、かえって望ましいと考えられるのは、
長年の裁判官職の経験が弁護士活動に活かされることである。それは、ま
た、他方、弁護士職の経験が裁判官の職務に活用されることも、国民の立
場からは、望ましいことである。
このように見てくると、分離修習と三職それぞれ独立した終了国家試験
という提案と、それと併せた他の専門職への自由な移行という提案も、必
ずしも、一方的に批判されるだけのものではないことが理解できる。だか
ら、上記のように批判しながらも、Pickのように、各職業分野間の相互
流動性は維持されるべきであるという意見もあるが、これも、上記のよう
に、ごく、限られた場合にせよ、司法界にとって有用な場合もあることを
前提としての意見であると評価することができる。
３ FDP法案における財政問題
この問題における発言者の意見は、すでに、前掲のとおりであるが、繰
り返してまとめておきたい。
(１）財政負担の軽減を理由に法律家の数を制限するのか?
FDP法案では、実務修習が各ラントの財政状況をどれ程に逼迫させて
いるかは具体的にはまったく分からないままに、ともかく、その圧迫から
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の解放を目論んで出来上がっているようであるが、法曹養成改革を論ずる
に当たっては、国庫の財政事情だけが決定的理由であるのは、許されるべ
きことではない、と Pickは批判する。このような法案の企図は、おそら
く、財政問題を重視・優先させて、それを理由に実務修習の終了者の数を
制限し、間接的には、法律家の数を全体的に制限しようとするものではな
いか、と推測して法案の拠ってきたるところを批判しているのである。
(２）それではFDP法案の法曹養成のための基準は司法予算の軽減か?
Kenzlerも同様に、この法案は現代法曹養成全体のために内容上必要な
ものを基準とする代わりに、ラントの司法予算を軽減するという思想を基
準としていると批判する。実務修習の費用が高すぎると感じることが、専
門家の育成に当たっての考慮の中心にあるというのは望ましいことではな
い。確かに、費用の節減の工夫は必要ではあるが、法曹養成の改革のため
には、第一に修習の質の向上をはかることが考慮されなければならない
し、次に、財政的支出が必要になっても、修習に必要な一定期間が確保さ
れなければならない。そして、最後の最後に、費用の節減の問題が取り上
げられるという順序が維持されなければならないと、ヤミクモな財政優先
を戒めている。このことは、わが国の法曹養成にも当てはまるのではない
か。
(３）弁護士アカデミーの報酬の負担者は誰か?
Stro?beleの意見である。FDP法案では、弁護士の継続教育として、弁
護士アカデミーの創設が提案されているが、このアカデミーでは、高額の
報酬が支払われることになる。それでは、その費用を誰が負担するのか、
全く言及されていない。提案するからには、そこのところは明確にすべき
ではないか、というのである。これが、後に、ハンブルク弁護士会の会員
による費用の一部の負担が問題になるのである。
第一読会における FDP法案に対する政界の反応はこのようであったが、
この後に法務委員会から中間報告がなされ、そして公聴会と続くのである。
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